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１

Ⅰ　業績のハイライト －平成 17年 3月期決算（個別）について－

１．はじめに
　　　
○ 当行の営業基盤である宮城県内の景気は、一部業種において生産の伸びやプロ野球新球団誕
生による明るい動きが見られたものの、全体としては横ばいで推移し、厳しい環境下から脱
するには至りませんでした。
○ 平成 17年 3月期決算は、平成 16年 4月にスタートした中期経営計画｢ステップ・アップ・プ
ランⅡ｣に基づいて当行が取組んできた成果を表すものです。

２．損益の状況

○ 平成 17年 3月期決算の経常収益は 180億 37百万円（前期比 2.2㌫増）、経常利益は 18億 85
百万円（前期比 214.5㌫増）、当期純利益は 12億 86百万円（前期比 121.9㌫増）と増収増益
となりました。また、銀行本来の収益力を表すコア業務純益は 34億 81百万円（前期比 25.1
㌫増）となりました。
○ 経常収益が増加した主な要因は、期中における貸出金の平均残高が増加したことにより、貸
付金利息等の資金利益が増加したことなどによるものです。

○ 経常利益、当期純利益が増加した主な要因は、経常収益が増加したことに加え、お取引先の
業績回復や当行の経営改善支援効果等により、貸倒償却引当費用（一般貸倒引当金繰入額＋
貸出金償却＋個別貸倒引当金繰入額＋債権売却損）が 13億 31百万円と前年同期に比べ 7億
41百万円減少したことなどによるものです。また、経費の削減も増益に寄与しました。

【表１－１】損益状況       　                                     　（単位：百万円、％）

16年 3月期 17年 3月期
前年同期比 増減率

経 常 収 益 17,642 18,037 395 2.2
業 務 粗 利 益 14,620 15,249 629 4.3
資金利益 13,638 14,204 566 4.1
役務取引等利益 1,060 1,043 △17 △1.5
その他業務利益 注 1 △77 1 78 －
経費（除く臨時処理分 ） 11,927 11,767 △160 △1.3
うち人件費 5,917 5,809 △108 △1.8
うち物件費 5,423 5,339 △84 △1.5
業務純益（一般貸倒繰入前） 2,693 3,482 789 29.3
コア業務純益 注 2 2,780 3,481 701 25.1
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ① △577 △210 367 －
業 務 純 益 3,270 3,692 422 12.9
臨 時 損 益 △2,668 △1,806 862 －
うち株式等関係損益 注 3 121 △129 △250 －
うち不良債権処理額 ② 2,649 1,541 △1,108 △41.8
うち貸出金償却 607 525 △82 △13.4
うち個別貸倒引当金繰入額 1,984 903 △1,081 △54.4
うち債権売却損 57 112 55 96.6
（貸倒償却引当費用） ①+② (2,072) (1,331) （△741) （△35.7)
経 常 利 益 599 1,885 1,286 214.5
当 期 純 利 益 579 1,286 707 121.9
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２

【表１－２】 国債等債券損益                                           　（単位：百万円）

16年 3月期 17年 3月期
前年同期比

国 債 等 債 券 損 益 △87 0 87
売 却 益 0 59 59
償 還 益 44 74 30
売 却 損 － 40 40
償 還 損 20 90 70
償 却 112 2 △110

  　
【表１－３】株式等関係損益　　                                         　（単位：百万円）

16年 3月期 17年 3月期
前年同期比

株 式 等 損 益 121 △129 △250
売 却 益 722 3 △719
売 却 損 600 0 △600
償 却 － 132 132

（注 1）「その他業務利益」には、国債等債券損益を含んでおります。国債等債券損益の内訳は【表１－２】
　　　 のとおりです。
（注 2）「コア業務純益」とは、貸出・預金・為替等の銀行本来業務による利益を表し、貸倒引当金の
繰入れ、貸出金・株式等の償却、国債等債券の売却損益等を加味しない利益です。

（注 3）「株式等関係損益」の内訳は【表１－3】のとおりです。

３．自己資本比率の状況

○ 自己資本比率（国内基準・単体）は、16年 3月末比 0.33ポイント上昇し 8.33％となりまし
た。上昇した主な要因は、当期純利益 12億 86百万円を計上したことなどによるものです。

   【表２】自己資本比率（国内基準）      　　             　　　　　　　　　 　（単位：％）

16年 3月末 17年 3月末
前年同月比

自己資本比率　（単体） 8.00 8.33 0.33
　（連結） 7.54 7.91 0.37

　　 （注）17年 3月末の計数は速報値です。
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４．貸出金・預金・有価証券の状況

（１）貸出金の状況

○ 貸出金残高は前年同月比で横ばいの 5,006億 95百万円（期中 0.0㌫増）となりました。
○ このうち、中小企業向け貸出は、新商品の販売を行うなど業務推進に努めましたが、依然
として資金需要の回復に乏しく 2,361億 85百万円（期中 2.2㌫減）となりました。
○ 一方、消費者ローン残高は、住宅ローン残高が 1,381億 75百万円（期中 2.3㌫増）と堅調
に推移した結果、1,605億 58百万円（期中 1.3㌫増）となりました。
○ また、地方公共団体向け貸出も 558億円（期中 11.8㌫増）と堅調に推移しました。

  【表３】貸出金の残高                                                （単位：百万円、％）

16年 3月末 17年 3月末
前年同月比 増減率

貸 出 金 （ 末 残 ） 500,591 500,695 104 0.0
うち中小企業向け貸出 241,715 236,185 △5,530 △2.2
うち消費者ローン 158,393 160,558 2,165 1.3
うち住宅ローン 134,950 138,175 3,225 2.3

うち地方公共団体向け貸出 49,866 55,800 5,934 11.8

（２）預金の状況

○ 預金残高は前年同月比 40億 78百万円減少の 7,168億 24百万円（期中 0.5㌫減）となりま
した。
○ 内訳は、法人預金が景況の回復の遅れ等の影響で 1,261億 96百万円（期中 7.7㌫減）とな
りました。また、公金についても 589億 65百万円（期中 3.4㌫減）となりました。
○ 一方で、主力の個人預金は堅調に推移しており、5,240億 83百万円（期中 3.1㌫増）とな
りました。

　  【表４】預金の残高                                                　　（単位：百万円､％）

16年 3月末 17年 3月末
前年同月比 増減率

預    金 （ 末 残 ） 720,902 716,824 △4,078 △0.5
うち個人預金 508,086 524,083 15,997 3.1
うち法人預金 136,847 126,196 △10,651 △7.7
うち公金 61,045 58,965 △2,080 △3.4
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（３）有価証券の状況

○ 有価証券の残高は 1,816億 26百万円（期中 3.4㌫増）となりました。市場動向を勘案し、
リスクの分散を図りながら、資金の効率的かつ安定した運用に傾注しました。
○ 有価証券の評価損益は、株式相場の回復等により、前年同期に比べ 31 億 66 百万円増加の

41億 37百万円となりました。

   【表５－１】有価証券の残高          　　　　　　　　　　　　 　　      （単位：百万円、％）

16年 3月末 17年 3月末
前年同月比 増減率

有 価 証 券 175,648 181,626 5,978 3.4
国 債 51,072 47,047 △4,025 △7.8
地 方 債 5,846 5,883 37 0.6
社 債 55,419 60,764 5,345 9.6
株 式 11,932 13,784 1,852 15.5
そ の 他 51,377 54,146 2,769 5.3

   【表５－２】有価証券の評価損益        　　　　　　　         （単位：百万円）

16年 3月期 17年 3月期
前年同期比

有 価 証 券 971 4,137 3,166
株 式 816 2,780 1,964
債 券 351 1,428 1,077
そ の 他 △193 △70 －
出 資 金 △3 － －

（注）【表 5－2】の「その他の証券」には、「証券取引法等の一部を改正する法律」に伴い、
　　　　　平成 17年 3月期より「出資金」を含めて計数を記載しています。
    　　　また、「その他の証券」及び「出資金」の前年同期比は、16年 3月期と 17年 3月期
　　　　　では、計数の表示方法が違うため「－」として記載しています。
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５．金融再生法開示債権・リスク管理債権の状況

（１）金融再生法開示債権の残高

○ 景気低迷の影響で新たな不良債権の発生もありましたが、お取引先の業績回復や当行の経営
改善支援の成果等により、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣｢危険債権｣｢要管理債権｣
の合計額は 324億 87百万円（期中 38億 51百万円減）となりました。

   【表６】金融再生法開示債権の残高                                         （単位：百万円）

16年3月末 16年9月末 17年3月末
16年3月末比 16年9月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,821 12,059 11,657 △164 △402

危 険 債 権 20,304 16,606 14,733 △5,571 △1,873
要 管 理 債 権 4,212 5,114 6,097 1,885 983

小    計（Ａ） 36,338 33,780 32,487 △3,851 △1,293

正 常 債 権 469,654 468,015 474,242 4,588 6,227
要注意先のうち要管理債権以外 65,580 63,377 58,121 △7,459 △5,256
上　　　記　　　　以　　　外 404,074 404,638 416,120 12,046 11,482

合    計（B） 505,992 501,795 506,730 738 4,935
（単位：％）

（ A／B ） 7.18 6.73 6.41 △0.77 △0.32

（２）金融再生法開示債権の保全状況
○ 金融再生法開示債権の保全状況は、担保保証等のほか、過去の貸倒実績率に基づき今後の予

想損失率を算出し、貸倒引当金を計上しております。保全率は、17年 3月末で 81.9％（前
年同月実績 91.8㌫）となりました。

   【表７】金融再生法開示債権の保全状況（17年 3月末）                   （単位：百万円､％）
債 権 額 保 全 額 保 全 率
（A）   （B） 担保保証等 貸倒引当金 （B／A）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,657 11,657 7,460 4,196 100.0

危 険 債 権 14,733 12,981 10,681 2,300 88.1

要 管 理 債 権 6,097 1,996 1,080 916 32.7

合 計 32,487 26,634 19,221 7,413 81.9

    ＜参考＞ 16年 3月末　　　　　　                                      （単位：百万円､％）
債 権 額 保 全 額 保 全 率

（C）   （D） 担保保証等 貸倒引当金 （D／C）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,821 11,821 9,312 2,508 100.0

危 　　 険        債        権 20,304 18,137 14,051 4,085 89.3

要 管 理 債 権 4,212 3,410 2,611 798 80.9

合 計 36,338 33,369 25,976 7,392 91.8
（注１）危険債権については、債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能見込額を控除
した額に、過去の貸倒実績率に基づく今後 3年間の予想損失率を乗じ、個別貸倒引当金に計上
しています。

　　（注 2）要管理債権に対しては、過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後 3年間の予想損失額を
算定し、一般貸倒引当金に計上しています。
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（３）リスク管理債権の状況

○リスク管理債権額は 323億 84百万円（期中 38億 13百万円減）となりました。
○なお、リスク管理債権額が貸出金残高（末残）に占める割合は 6.46％となり、16年 3月末に
比べ 0.77ポイント低下、16年 9月末に比べ 0.32ポイント低下となりました。

   【表８】 リスク管理債権の状況                                            （単位：百万円）

16年 3月末 16年 9月末 17年 3月末
16年3月末比 16年9月末比

破 綻 先 債 権 4,239 3,886 3,609 △630 △277
延 滞 債 権 27,745 24,606 22,677 △5,068 △1,929
３カ月以上延滞債権 355 444 248 △107 △196
貸 出 条 件 緩 和 債 権 3,856 4,670 5,848 1,992 1,178
       合   計     (A) 36,197 33,607 32,384 △3,813 △1,223

（単位：百万円、％）

貸出金残高（末残） （B） 500,591 495,461 500,695 104 5,234
      （ A／B ） 7.23 6.78 6.46 △0.77 △0.32

    ＜参考＞ 連結ベース                                                     （単位：百万円）

16年 3月末 16年 9月末 17年 3月末 16年3月末比 16年9月末比

破 綻 先 債 権 4,239 3,886 3,609 △630 △277
延 滞 債 権 27,812 24,692 22,764 △5,048 △1,928
３カ月以上延滞債権 358 451 259 △99 △192
貸 出 条 件 緩 和 債 権 3,886 4,697 5,891 2,005 1,194
       合   計    （C） 36,297 33,727 32,524 △3,773 △1,203

（単位：百万円、％）

貸出金残高（末残） （D） 496,615 491,563 496,940 325 5,377
 （ C／D ） 7.30 6.86 6.54 △0.76 △0.32

【図１】貸出残高に占めるリスク管理債権の割合（個別）                  （単位：％）
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（４）自己査定の債務者区分に基づく債権、金融再生法開示債権及びリスク管理債権の関係

　　　 ○「自己査定の債務者区分に基づく債権」と「金融再生法開示債権」及び「リスク管理債権」
の 3 つについては、債権の対象範囲や分類方法がそれぞれ異なっていますが、それぞれの
対比を表すと概ね下表のようになります。

（単位：億円）

自己査定 金融再生法開示債権 リスク管理債権

破綻先 36 破綻先債権 36

実質破綻先 80

破産更生債権
およびこれらに
準ずる債権

116

破綻懸念先 147 危険債権 147
延滞債権 226

３カ月以上延滞債権 2
要管理債権 60

貸出条件緩和債権 58要管理先 78
合　計 323

要
注
意
先
要管理先
以外の
要注意先

563

正常先 4,161

（小計 　324）

正常債権 4,742

合　計 5,067 合　計 5,067
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６．経営指標

○ ＲＯＥ（資本当期利益率）は、当期純利益が増益となったこと等により、前年同期比 3.18 ポ
イント上昇し、5.92％となりました。
○ ＲＯＡ（総資産業務純益率）は、業務純益が増益となったこと等により、前年同期比 0.05 ポ
イント上昇し、0.48％となりました。
○ ＯＨＲ（業務粗利益経費率）は、業務粗利益が増益となったこと等により、前年同期比 4.42
ポイント低下し、77.16％となりました。

    【表９】 経営指標（個別）                           　　　　　 （単位：％）

16年 3月期 17年 3月期
前年同期比

ＲＯＥ（資本当期利益率） 2.74 5.92 3.18
ＲＯＡ（総資産業務純益率） 0.43 0.48 0.05
ＯＨＲ（業務粗利益経費率） 81.58 77.16 △4.42

７．平成 18年 3月期 業績予想

○ 宮城県内の経済状況はプロ野球新球団誕生などによる人や情報、モノの新たな動きが見られ、
地域経済への好影響が期待されますが、主力産業であるサービス業・建設業等の景況の回復
感に乏しく、先行きに一部不透明感があります。

○ こうした状況を受けて、当行では今後も顧客重視の営業推進のもと収益力の強化に努め、平
成 18年 3月期の予想経常収益は、183億円程度を予想しております。経常利益および当期純
利益は、一層の業務の効率化と経費削減等を進めることで、経常利益 19億円、当期純利益 10
億円を予想しております。

    【表１０】 通期業績の見通し（個別）              （単位：百万円）

経常収益 経常利益 当期純利益

平成 18年 3月期 18,300 1,900 1,000
（参考）平成17年 3月期 18,037 1,885 1,286

  
    ＜参考＞ 連結ベース                              （単位：百万円）

経常収益 経常利益 当期純利益

平成 18年 3月期 18,400 2,000 1,100
（参考）平成17年 3月期 18,207 1,983 1,409



株式会社 仙 台 銀 行

Ⅱ　平成17年3月期決算の概況

１．損益状況
【個別】 (単位：百万円)

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

(注)金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

579

1,058
29
450

121

600
-

平成16年度 平成15年度平成15年度比

業 務 粗 利 益 15,249 629 14,620
(除く国債等債券損益(5勘定尻)) 15,249 541 14,708
国 内 業 務 粗 利 益 13,965 476 13,489
資 金 利 益 12,927 418 12,509
役 務 取 引 等 利 益 1,042 17△         1,059
そ の 他 業 務 利 益 3△         76 79△         
国 際 業 務 粗 利 益 1,283 152 1,131
資 金 利 益 1,276 148 1,128
役 務 取 引 等 利 益 1 1 0
そ の 他 業 務 利 益 5 4 1
経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 11,767 160△        11,927
人 件 費 5,809 108△        5,917
物 件 費 5,339 84△         5,423
税 金 618 32 586
業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 繰 入 前 ） 3,482 789 2,693
除く国債等債券損益(5勘定尻) 3,481 701 2,780
① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 210△        367 577△        
業 務 純 益 3,692 422 3,270
うち国債等債券損益（５勘定尻） 0 87 87△         
臨 時 損 益 1,806△      862 2,668△      
② 不 良 債 権 処 理 額 1,541 1,108△      2,649
貸 出 金 償 却 525 82△         607
個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 903 1,081△      1,984

( 貸 倒 償 却 引 当 費 用 ① + ② ) 1,331 741△        2,072
株 式 等 関 係 損 益 129△        250△        

722
株 式 等 売 却 損 0 600△        

株 式 等 売 却 益 3 719△        

株 式 等 償 却 132 132

305 154△        

141△        
経 常 利 益 1,885 1,286

そ の 他 臨 時 損 益 135△        6
599

-

459

動 産 不 動 産 処 分 益 - -
45△         う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益 53△         8△         

特 別 損 益

税 引 前 当 期 純 利 益 2,191 1,133
45動 産 不 動 産 処 分 損 53 8

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 42 13

当 期 純 利 益 1,286 707

法 人 税 等 調 整 額 863 413

債 権 売 却 損 112 55 57

9



株式会社 仙 台 銀 行

【連結】
（連結損益計算書ベース） (単位：百万円)

(注) 連結粗利益＝(資金運用収益－資金調達費用)＋(役益取引等収益－役務取引等費用)

                                             ＋(その他業務収益－その他業務費用) 

（連結対象会社数） (社)

連結子会社数

持分法適用会社数

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成16年度 平成15年度平成15年度比

連 結 粗 利 益 15,430 631 14,799

資 金 利 益 14,329 567 13,762

役 務 取 引 等 利 益 1,098 17△         1,115

そ の 他 業 務 利 益 1 78 77△         

営 業 経 費 12,001 165△        12,166

貸 倒 償 却 引 当 費 用 1,448 743△        2,191

貸 出 金 償 却 535 120△        655

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 971 1,069△      2,040

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 171△        390 561△        

株 式 等 関 係 損 益 129△        250△        121

そ の 他 132 22△         154

経 常 利 益 1,983 1,266 717

特 別 損 益 430 120△        550

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,414 1,146 1,268

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 50 1 49

法 人 税 等 調 整 額 955 420 535

少数株主利益（△は少数株主損失） 1△         1△         0

当 期 純 利 益 1,409 727 682

2 0 2

- - -

債 権 売 却 損 112 55 57
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２．業務純益【個別】 （単位：百万円）

16年度 15年度

15年度比

3,482 789 2,693 

4,642 1,212 3,430 

3,692 422 3,270 

4,922 757 4,165 

（注）職員一人当たり計数は、期中平均人員（他社出向者及び定年嘱託者を除く）により

　　　算出しております。

３．利鞘【個別】

16年度 15年度

15年度比
% % %

2.05 0.09 1.96 

貸出金利回 2.44 △ 0.03 2.47 

1.46 0.22 1.24 

1.71 △ 0.02 1.73 

預金等利回 0.03 - 0.03 

0.34 0.11 0.23 

４．有価証券関係損益【個別】 （単位：百万円）

16年度 15年度

15年度比

0 87 △ 87 

売　　却　　益 59 59 0 

償　　還　　益 74 30 44 

売　　却　　損 40 40 - 

償　　還　　損 90 70 20 

2 △ 110 112 

△ 129 △ 250 121 

売　　却　　益 3 △ 719 722 

売　　却　　損 0 △ 600 600 

償　　　　　却 132 132 - 

（１）業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ）

（１）資金運用利回（Ａ）

有価証券利回

（２）資金調達原価（Ｂ）

職員一人当たり（千円）

（２）業務純益

職員一人当たり（千円）

株式等損益

国債等債券損益

償　　　　　却

11



株式会社 仙 台 銀 行

５．自己資本比率（国内基準）【連結】 （単位：百万円）

17年3月末 16年3月末

［速報値］ 16年3月末比

7.91% 0.37% 7.54% 

17,732 1,023 16,709 

9,019 △ 491 9,510 

(ｲ)
うち自己資本に計上された
再評価差額 1,934 - 1,934 

(ﾛ) うち劣後ローン残高 5,360 △ 320 5,680 

（４）控除項目 - - - 

26,752 532 26,220 

338,082 △ 9,276 347,358 

自己資本比率（国内基準）【単体】 （単位：百万円）

17年3月末 16年3月末

［速報値］ 16年3月末比

8.33% 0.33% 8.00% 

19,592 901 18,691 

8,335 △ 530 8,865 

(ｲ)
うち自己資本に計上された
再評価差額 1,316 - 1,316 

(ﾛ) うち劣後ローン残高 5,360 △ 320 5,680 

（４）控除項目 - - - 

27,928 371 27,557 

335,003 △ 9,362 344,365 

６．ＲＯＥ【個別】

16年度 15年度
15年度比

業務純益ベース　 % % %

16.05 3.32 12.73 

17.02 1.56 15.46 

5.92 3.18 2.74 

（１）自己資本比率

（２）基本的項目

当期利益ベース

（３）補完的項目

（６）リスクアセット

（５）自己資本額　(2)+(3)-(4)

（１）自己資本比率

（２）基本的項目

（５）自己資本額　(2)+(3)-(4)

業務純益ベース

  意図的な保有相当額）

（一般貸倒引当金繰入前）

  （他の金融機関の資本調達手段の
  意図的な保有相当額）

（６）リスクアセット

（３）補完的項目

  （他の金融機関の資本調達手段の

12



株式会社 仙 台 銀 行

７．有価証券の評価損益

（１）有価証券の評価基準
売買目的有価証券
満期保有目的有価証券
その他有価証券
子会社株式及び関連会社株式

（参考）金銭の信託中の有価証券
運用目的の金銭の信託

（２）評価損益
（単位：百万円）

前期比
163 10 163 - 153 153 - 
3,973 3,156 4,773 799 817 2,570 1,752 

株 式 2,780 1,964 2,906 126 816 1,574 758 
債 券 1,276 1,073 1,300 24 203 692 488 
そ の 他 △ 82 117 566 648 △ 199 302 502 
出 資 金 - - - - △ 3 - 3 

4,137 3,166 4,936 799 971 2,724 1,752 
2,780 1,964 2,906 126 816 1,574 758 
1,428 1,077 1,452 24 351 839 488 
△ 70 123 578 648 △ 193 309 502 
- - - - △ 3 - 3 

（注）１．満期保有目的の債券で時価のあるものを含んでおります。
２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、連結貸借対照表価額と取得価額
　　との差額を計上しております。
３．平成17年3月末における「その他有価証券」に係る評価差額金（相当額）は、２，４０８百万円であります。
４．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6月9日法律第97号）により投資事業有限責任組合に類する
　　ものの出資持分が証券取引法上の有価証券と定義されたことに伴い、当連結会計年度から「その他の証券」に
　　含めて記載しております。

（単位：百万円）

前期比
163 10 163 - 153 153 - 
3,973 3,156 4,773 799 817 2,570 1,752 

株 式 2,780 1,964 2,906 126 816 1,574 758 
債 券 1,276 1,073 1,300 24 203 692 488 
そ の 他 △ 82 117 566 648 △ 199 302 502 
出 資 金 - - - - △ 3 - 3 

4,137 3,166 4,936 799 971 2,724 1,752 
2,780 1,964 2,906 126 816 1,574 758 
1,428 1,077 1,452 24 351 839 488 
△ 70 123 578 648 △ 193 309 502 
- - - - △ 3 - 3 

（注）１．満期保有目的の債券で時価のあるものを含んでおります。

２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価額

　　との差額を計上しております。

３．平成17年3月末における「その他有価証券」に係る評価差額金（相当額）は、２，４０８百万円であります。

４．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6月9日法律第97号）により投資事業有限責任組合に類する

　　ものの出資持分が証券取引法上の有価証券と定義されたことに伴い、当会計年度から「その他の証券」に含め

　　て記載しております。

そ の 他 有 価 証券

【連結】
17年3月末 16年3月末

評価損益 評価損益 評価益 評価損評価益

【個別】

合 計
株 式

そ の 他
債 券

出 資 金

16年3月末

評価損益評価益 評価益 評価損評価損

出 資 金

時価法（評価差額を損益処理）
償却原価法
時価法（評価差額を全部資本直入）
原価法

時価法（評価差額を損益処理）

評価損益

評価損

満 期 保 有 目 的

17年3月末

満 期 保 有 目 的
そ の 他 有 価 証券

債 券
そ の 他

合 計
株 式
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８．配当状況【個別】 （単位：百万円）

１株当り年間配当金 ５０円００銭 ５０円００銭

２５円００銭 ２５円００銭

２５円００銭 ２５円００銭

３７９百万円 ３７９百万円

２９．４７％ ６５．４３％

１．５８％ １．７９％

16年度 15年度

配当金総額（年間）

株主資本配当率

配当性向

中　　　　　　間

期　　　　　　末

14
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Ⅲ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

【個別】 （単位：百万円）

17年3月末 16年3月末

16年3月末比

破 綻 先 債 権 額 3,609 △ 630 4,239 

延 滞 債 権 額 22,677 △ 5,068 27,745 

３ヵ月以上延滞債権額 248 △ 107 355 

貸出条件緩和債権額 5,848 1,992 3,856 

合 計 32,384 △ 3,813 36,197 

貸 出 金 残 高 （末 残） 500,695 104 500,591 

破 綻 先 債 権 額 0.72% △ 0.12% 0.84% 

延 滞 債 権 額 4.52% △ 1.02% 5.54% 

３ヵ月以上延滞債権額 0.04% △ 0.03% 0.07% 

貸出条件緩和債権額 1.16% 0.39% 0.77% 

合 計 6.46% △ 0.77% 7.23% 

【連結】 （単位：百万円）

17年3月末 16年3月末

16年3月末比

破 綻 先 債 権 額 3,609 △ 630 4,239 

延 滞 債 権 額 22,764 △ 5,048 27,812 

３ヵ月以上延滞債権額 259 △ 99 358 

貸出条件緩和債権額 5,891 2,005 3,886 

合 計 32,524 △ 3,773 36,297 

貸 出 金 残 高 （末 残） 496,940 325 496,615 

破 綻 先 債 権 額 0.72% △ 0.13% 0.85% 

延 滞 債 権 額 4.58% △ 1.02% 5.60% 

３ヵ月以上延滞債権額 0.05% △ 0.02% 0.07% 

貸出条件緩和債権額 1.18% 0.40% 0.78% 

合 計 6.54% △ 0.76% 7.30% 

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

貸
出
金
残
高
比
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２．貸倒引当金の状況

【個別】 （単位：百万円）

貸倒引当金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

【連結】 （単位：百万円）

貸倒引当金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

３．金融再生法開示債権

【個別】 （単位：百万円）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

合 計

４．金融再生法開示債権の保全状況

【個別】 （単位：百万円）

81.9% 91.8%保　全　率　（保全額／開示債権額）

-

25,976

貸倒引当金

特定債権者引当金

担保保証等

17年3月末

-

19,221

保全額（C）

16年3月末

33,369

7,392

26,634

7,413

16年3月末比

△ 82 

16年3月末比

△ 171 

△ 253 8,313 

17年3月末

△ 164 

△ 5,571 

1,885 

△ 3,851 

16年3月末

16年3月末比

16年3月末

△ 311 

△ 101 

△ 210 

17年3月末

8,472 

1,869 

8,566 

6,670 

6,603 

1,895 

16年3月末

11,821 

20,304 

4,212 

36,338 

6,097 

32,487 

1,724 

6,588 

11,657 

8,161 

1,659 

6,502 

14,733 

17年3月末

16
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5,067

4,161

     合   計 5,067      合   計

     合   計 323

563
要管理先

正常債権 4,742

以外の
要注意先

正常先

 3ヵ月以上延滞債権 2

 貸出条件緩和債権 58要
注
意
先

要管理先 78
要管理債権

（ 小計 324

60

）

破綻懸念先 147 危険債権 147

延滞債権 226

破綻先債権 36   破産更生債権
   およびこれらに

破綻先 36

116

実質破綻先 80
   準ずる債権

参考 １    自己査定、金融再生法に基づく開示債権およびリスク管理債権の関係（17年3月末）

（単位：億円）

自己査定 金融再生法開示債権 リスク管理債権

17
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  実質破綻先債権
債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能見
込額を控除した額の全額を個別貸倒引当金に計上するか直接
償却

  破綻先債権
債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能見
込額を控除した額の全額を個別貸倒引当金に計上するか直接
償却

要管理先債権 過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後３年間の予想損
失額を算定し、一般貸倒引当金に計上

  破綻懸念先債権
債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能見
込額を控除した額に、過去の貸倒実績率に基づく今後３年間の
予想損失率を乗じ、個別貸倒引当金に計上

  正常先債権 過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後1年間の予想損
失額を算定し、一般貸倒引当金に計上

  要注意先債権 過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後1年間の予想損
失額を算定し、一般貸倒引当金に計上

参考 ３   自己査定と償却・引当

債務者区分 償却・引当基準

7,413 81.9%

  要   管   理   債   権 6,097 916 32.7%

        合          計 32,487 26,634 19,221

100.0%

10,681 2,300 88.1%

7,460

12,981

1,996 1,080

4,19611,657

債 権 額
（Ａ）

  危     険     債     権 14,733

  破産更生債権および
11,657

  これらに準ずる債権

保 全 率
貸倒引当金 （Ｂ／Ａ）

    保 全 額
（Ｂ） 担保保証等

参考 ２    金融再生法開示債権の保全内訳（17年3月末）

（単位：百万円）
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５．業種別貸出金状況等

①業種別貸出金【個別】 （単位：百万円）

17年3月末 16年3月末

16年3月末比

500,695 104 500,591 

製 造 業 21,585 △ 8,157 29,742 

農 業 1,591 60 1,531 

林 業 192 △ 40 232 

漁 業 521 △ 33 554 

鉱 業 75 △ 283 358 

建 設 業 36,622 △ 1,826 38,448 

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 497 △ 3,173 3,670 

情 報 通 信 業 3,108 13 3,095 

運 輸 業 20,996 1,974 19,022 

卸 売 ・ 小 売 業 42,232 △ 3,559 45,791 

金 融 ・ 保 険 業 21,214 4,890 16,324 

不 動 産 業 58,912 1,073 57,839 

各 種 サ ー ビ ス 業 76,061 210 75,851 

地 方 公 共 団 体 55,800 5,934 49,866 

そ の 他 161,281 3,022 158,259 

　　　　

国内（除く特別国際金融取引勘定分）
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株式会社 仙 台 銀 行

②消費者ローン残高【個別】 （単位：百万円）

17年3月末 16年3月末

16年3月末比

160,558 2,165 158,393 

住宅ローン残高 138,175 3,225 134,950 

その他ローン残高 22,383 △ 1,059 23,442 

③中小企業等貸出比率【個別】 （単位：百万円、％）

17年3月末 16年3月末

16年3月末比

79.38% △ 0.52% 79.90% 

397,466 △ 2,508 399,974

うち中小企業貸出金残高 236,185 △ 5,530 241,715
（注）　中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）
　　　以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、サー
　　　ビス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

６．預金、貸出金の残高【個別】
（単位：百万円）

17年3月末 16年3月末
16年3月末比

716,824 △ 4,078 720,902 

716,876 6,436 710,440 

500,695 104 500,591 

496,049 17,021 479,028 

貸 出 金 （ 末 残 ）

貸 出 金 （ 平 残 ）

消 費 者 ロ ー ン 残 高

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

預 金 （ 末 残 ）

預 金 （ 平 残 ）

中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高
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